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資本主義下の流通と国家(IV)
加藤義忠
〔二〕 マーケティングヘの国家的介入
国家が流通過程や流通活動の内容ないし中味にたいして介入する形態とし
てもっとも基礎的なものは，本稿(][)ですでにのべたように国家による，
あるいは国家をとうしておこなう市場の創出・拡大であるといってよいが，
そこにおいては国家は市場問題の激化に公的立場から対応し，市場を拡大す
ることによって商品価値実硯の困難を緩和せしめようとする。したがって，
そこでの国家の流通の内容面への介入といっても，それは流通過程全般ない
し流通活動全体を対象とし，市場を拡大することによって価値の実硯そのも
のを容易化ないし迅速化するものであった。そして，もちろん国家は公的な
立場上，形式的には資本全体に奉仕するものとしてふるまうが，しかしこの
場合の介入においても，支配的資本としての独占資本の利益を最優先すると
いう方向性が実質的には定められていた。ところが，国家の流通の内容面へ
の介入は以上の形態につきるものではなく，さらに売買操作すなわち流通活
動の具体的形態としての独占資本のマーケティング活動や商業活動に介入
し，総資本の立場ないし独占資本総体の立場から，それらを促進したり逆に
規制したりし，場合によってはそれらの諸活動の展開において生じる個別企
業間の軋糠を調整したりする。そこで，通常の一般的な状況としての平時を
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(1) 
想定し，これらの形態の流通活動への国家の介入について考察しなければな
らない順番になったが，そのなかでより主要な流通活動形態としての独占資
本のマーケティング活動への国家の介入についての検討からはじめよう。
さて，マーケティング活動は本稿 (m)で簡単に定義づけたように一般的
には，独占資本が市場を開拓・創出しながら，そのなかで市場を排他的に支
配するためにおこなう管理と行動であるということができる。それゆえ，マ
ーケティングは消費財生産分野にかぎらず生産財生産分野の独占的産業資本
によっても広範に駆使されているのはいうまでもないが，さらにそれは独占
的商業資本の市場支配活動としても展開されている。しかし，このなかでも
っとも典型的に発達しているのは流通支配の中核を形成し，しかも相対的に
競争圧力の強い消費財部門で運動する独占的産業資本のマーケティング活動
であるといってよい。したがって，マーケティング活動にたいする国家の介
入はこの消費財部門の独占資本のマーケティング活動を主たる対象とするも
のであるということができる。それゆえにまた，この箇所では産業独占のお
(1) 以下での考察では，独占資本主義あるいは国家独占資本主義の通常の形態とし
ての乎時的状況が想定されているが，なお戦時的状況下では国家は戦争目的遂行
のために総動員体制をしき，こと商品流通にかんしてもより強力な戦時統制をお
こなう。たとえば，第2次世界大戦時の日本において，戦時経済統制は独占資本
にとってより重要な意味をもつ生産部門においてよりも流通部門においてより強
力におこなわれた。それは「弱小商業企業を整理しつつ強行され，商品流通機構
は配給機構に編成替えされ， 42年になると生活必需品は完全配給制となり切符制
が実施されるにいたった」（糸園辰雄「商業政策と中小商業」糸園辰雄・加藤義
忠・小谷正守・鈴木武「硯代商業の理論と政策」同文館， 1979年， 198ペー ジ）。
しかも，国家権力によって整理を強行された中小商店の「従業者は戦線と軍需工
業，鉱山に強制的に連れ去られ」（同上書， 199ペー ジ）た。
かくのごとく，戦時流通統制が国家権力によって強行され流通は極度に社会化
されたわけであるが， しかしそのもとでも「事実上は独占資本が社会化された統
制機関の支配権を握ることにより，その力は益々強化され」（竹林庄太郎「商業
経営研究」有斐閣， 1955年， 281ページ）たのである。換言すれば，戦時経済統
制下の流通過程においては「国家権力と独占資本との協合した形態のもとにおい
て統制が遂行され」（同上書， 282ページ）たということができよう。
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こなうマーケティングヘの国家介入を主として念頭において，一般的な関係
の析出につとめようと思っている。なお，商業独占の売買活動への国家介入
のなかで固有の問題すなわち商業間競争への調整的介入については，のちほ
ど論じることにしたい。ともあれ，独占資本の市場獲得・支配のための諸方
策としてのマーケティング活動はよりこまかくみれば，独占価格を設定し維
持する管理価格政策や他企業の製品との差別的有利性をうちたてようとする
製品差別化政策等々によって構成されている製品政策や商品取引を自前の売
買機関をとうしておこなうのか，あるいは自己の統制下にある系列販売店を
とうしておこなうのか，あるいはそれ以外の統制の外にある商業企業を利用
するのかという流通経路の選択と選択された経路の管理などの経路政策や広
告宣伝やセールスマンなどを使って販売しようとする商品を買い手に強く印
象づけ，それを購買欲求にまで高めようとする購買剌激策としての販売促進
政策の4つの側面に大別できる。したがってまた，国家のマーケティングへ
の介入はマーケティング活動全体あるいは，その社会的効果にたいしてなさ
れる場合もあるが，上記の4つの側面についてそれぞれになされる場合が多
い。つまり， 「市場の規制は製品それ自体， これらの製品の価格設定，販売
促進の方法，マーケティング施設の整備，そしてマーケティング制限にたい
(2) 
する禁止について行なうことができる」のである。
ところで，法律や財政や行政指導の諸手段を組み合わせておこなわれる国
家のマーケテティング活動への介入は，他の経済活動にたいする介入における
と同様に，それを促進する効果と逆に抑制する効果を発揮する。マーケティ
ング活動への国家の介入においては，欺朧や詐欺や虚偽表示などの行き過ぎ
た行動や不公正な取引活動が消費者や競争者を保護する立場から規制の対象
とされ，これが社会的に容認された枠組み内の活動に封じこめられる。・しか
も，この枠組みは，独占資本のマーケティング活動によって生ずる無用の矛
盾や軋糠を可能なかぎり綬和しようとする総資本や独占資本総体の要求，ぃ
(2) オルダースン著，田村正紀・堀田一善・小島健司，池尾恭一共訳「動態的マー
ケティング行動」千倉書房， 1981年， 400ペー ジ。
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いかえれば資本主義体制維持の衝動によって確定されるものであるので，時
代の変化につれて，その基準も変動するが，歴史的にはゆるめられる傾向を
しめしている。この具体的事例を，マーケティング活動にたいする公的規制
において軸となっている独占禁止法あるいは反トラスト法の展開史にみるこ
とができる。森下二次也，片桐誠士，中野安氏らの研究に依拠しながら，マ
ーケティングの代表国アメリカを例にとって，少したちいってみることにし
よう。
独占資本主義の形成期や確立期には，一般に国家の法的な統制千渉は大企
業としての定在そのものやトラストなどの「固い結合」の形成やその存在に
かんしては事実上なされなかったが，価格や生産量や市場などの協定として
の「綬い結合」ならぴに独占の市場支配行為としてのマーケティングにたい
しては抑制的に作用した。なぜならば，独占の存在そのものを強化するため
に，行き過ぎた不公正な競争手段の行使が広範になされていたのにくわえ
て，体制的には「この時期においてはなお独占資本主義の矛盾がそれほど尖
鋭にはあらわれず，また独占資本が専ーに国家機構を支配するまでにはいた
(3) 
っていなかった」からである。しかし，独占資本主義の展開期において，資
本主義の基本的矛盾が激化し深刻な市場問題として硯象するようになると，
独占資本への国家の従属が強められる。 それとともに， 「少数強大の独占資
本は，マーケティングに規制的な国家千渉を綬和し，除去し，さらに逆に自
己にとって有利な助成的なそれに転化させようとする。こうしてはじめてマ
ーケテンングと国家機構との間に積極的な意味での結合関係が成立すること
(4) 
となるのである」。実際に， これは大恐慌後の1930年代における政策転換と
して現出したが．この政策転換を如実にしめすものがニュー・ディールであ
り，その法的表現としての NIRA(1933年）であった。この NIRAは国家
による市場創出にも貢献し，これをとうしてマーケティングに間接的に開係
をもったが，ここで論じている国家によるマーケティングヘの直接的介入に
(3) (4) 森下二次也「独占とマーケティング」「硯代資本主義の研究」（豊崎稔先生
還暦記念論文集）日本評論新社， 1962年， 166ペー ジ。
60(498) 第 29巻第 5 号
かんしていえば，この期にいわゆる「綬い結合」にたいする法的規制も後退
(5) 
したのにとどまらず，独占的な市場支配行動としてのマーケティングを公然
と容認するまでにいたった点が特徴的であった。なかでも重要なものはいわ
ゆる公正競争規約にかんする条項であるが，認可された規約はすべて独占禁
止法の適用除外とされ，この規約に反する行為は逆と不公正競争行為とみな
された。それゆえに，この規約は明らかに「独占をまもり，独占資本のマー
(6) 
ケティングを強めるのに役立った」ということができる。しかも，このよう
(7) 
な状況は，その後もより強められてつづいているといってよい。
上記のごとく，マーケティング活動にたする公的介入は独占の形成・確立
期には主として抑制的に作用したが，独占の展開期にはその規制がゆるめら
れ，あるいは逆に促進的にさえ作用し，市場の拡大とそのなかでの市場支配
を強める働きをおこなったといってよい。しかしながら，独占の展開期にお
いてはもちろんのこと，独占の形成期や確立期においてもすでに，巨大企業
としての独占の存在そのものやトラストとしての結合にたいずる規制は注意
深くとりはずされていた。すなわち， 「独占資本形成期においては事実上同
法 (1890年制定のシャーマン法ー一加藤）は独占（トラストや持株会社など
の形態における『固い結合』ー一加藤）に対してまった＜適用されず，独占
(8) 
の形成はまさに自由放任の状態にあった」。 このように独占禁止法は当初よ
り巨大企業としての独占の存在自休やトラストとしての結合を否定するもの
(5) 「こうした体制下で，産業界は設備新設の制限，生産割当，販売方法の規制，
売買条件の統一，価格統制など広汎な内容を「規約」にもりこみ，独占の強化と
くに価格統制を中心に「アメリカ産業のカルテル化」を推し進め，ここに反トラ
スト政策は「ゆるい結合」についてさえ後退するにいたる」（片桐誠士「マーケ
ティングと公共政策」森下二次也監修「マーケティング経済論」（下）ミネルヴ
ア書房， 1973年， 274ペー ジ）。
(6) 森下二次也，前掲論文， 167ペー ジ。
(7) 田島義博「法律とマーケティング」田内幸一・村田昭治編「硯代マーケティン
グの基礎理論」同文館， 1981年， 107ペー ジ。
(8)(9) 片桐誠士，前掲論文， 272ペー ジ。
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ではなかったのであるが，そのうえ既述のように独占資本主義の展開期にお
いては価格や生産量や市場にかんするカルテルだけではなく，自由裁量の余
地を広めることになる条理の原則の拡大適用や適用除外の拡大等によって，
市場支配的な独占行動としてのマーケティング努力にたいしてもしだいに規
制がゆるめられ，公然と容認されるようになる。これは国家のマーケティン
グにたいする積極的な促進的介入とはもちろんいいがたいが，しかしこれに
よってマーケティング活動のうち社会的に容駆された主要な部分にたいして
国家の規制がはずされ，それが自由放任に近い状態におかれることになるの
で，独占企業にとってはマーケティング活動のより自由で活発な展開が可能
となり，その結果として市場の支配が強められ独占の存在自体も強化される
ことになろう。「独占資本は， その形成期においてこそ，不公正な競争抑圧
手段を採用する必要があったが，ひとたぴ独占資本としての自己の地位を確
立するに及んで，その維持・拡大のために必ずしも常に特別の不公正な競争
抑圧手段を必要としない。独占資本は，その存在自休が，より弱小なる競争
(9) 
者に対して，すでに競争制限的存在たりうるからである」。
それだけではない。独占資本が価格や非価格にかんして社会的にみて不公
正な競争抑圧手段を利用しなくても，自己の独占的な地位を維持できるのみ
ならず，さらにそれを強化できるだけの支配力を確保するにいたれば，それ
への規制がゆるめられる傾向にあるとはいえ，乱売や欺詐等の行き過ぎた不
公正な競争手段の採用にたいする独占禁止法の規制は，自己の地位を改善し
ようとしてしばしば不公正な競争手段を採用する中小資本の活動を主に抑制
することになるので，逆に独占資本の流通支配力の増強を促進せしめる効果
(10) 
をうみだすであろう。たとえば，価格にかんしていえば，行き過ぎた価格競
(10) ちなみに，日本の最近の事例においても同様の効果が発揮されていることが確
認できよう。「不公正取引問題に不満をもっているのば卸売商のうちでも大手で
ある……。それは卸売商の間では明らかに強者である。不公正取引においてその
競争力が弱められているのはヨコの関係における強者であって弱者ではない。公
正取引委員会が優越的地位の乱用規制によって不公正取引をとりしまった場合に
救済されるのは卸売商間での強者であって弱者ではない。••••••この規制の政策効
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争を規制するために1936年に制定された「ロビンソン・パットマン法がある
程度，価格の均ー化を促進し，かつ価格の黙約を正当化する一つの根拠とし
(11) 
て利用されてきたことは，まぎれもない事実である」。 この事実にもあらわ
れているように，アメリカの独占禁止法が不断に規制対象としたのは，不公
正で排他的な市場行動であったといってよいが，この価格面についてみても
「トラスト政策が，価格競争の活発化というよりも，かえって価格競争の回
避に一役かっていることは明らかであり，まさに本来的マーケティング活動
の活発化に対する制度的横粁たる役割を果してきたことを看取しうるのであ
(12) 
る」。それにくわえて， 価格面以外の非価格面にたいする法的規制にも独占
の利益に奉仕する側面があることを忘れてはならない。すなわち，「『不公正
競争』ないし『不公正取引慣行』としての虚偽広告の排除は，客観的には，
果は卸売商間での競争において大手への集中をますます進行させるということで
ある。タテの関係での「弱者」の救済はヨコの関係での強者の育成につながって
いる」（田村正紀「優越的地位の乱用規制は有効であるか」季刊「消費と流通」
1980年秋， Vol.4, No. 4, 62~63ペー ジ）。
(11) E.T. Grether, Marketing and Public Policy, Prentice-Hall, Inc., Engle-
wood Cliffs, New Jersey, 1966, p. 73. （片岡一郎•松岡幸次郎共訳「マーケ
ティング行動と政府規制」ダイヤモンド社， 1979年， 158ペー ジ）。
なお， ロ・ビンソン・パットマン法にひきつづきその翌年の1937年に定められた
ミラー・ダイディングズ法によって再販売価格維持制度は合法化された。それゆ
えに， 「ミラー・クイディングズ法の成立によってアメリカにおける再販売価格
維持法はひとまず最裔の完成形態に達したといってよい。これによって寡占企業
が独占価格政策の 1形態としての再販売価格維持政策を展開する強力な横粁が与
えられたのである」（中野安「価格政策と小売商業」ミネルヴァ書房， 1975年，
158ページ）。このように，独占企業にとって「硯実の再販売価格維持が，多かれ
少かれ法的措置によって補強・支援され，再販売価格維持制度として存在してい
るということは，かかる再販売価格維持法制いかんによって硯実の行動が大きく
制約されるということにほかならない」（同上書， 71ページ）。だが，もちろん，
この再販売価格維持制度が独占企業にとって制約となれば．「実施形態を操作す
るか．同制度の放棄にいた」（同上書， 77ページ）るであろう。
(12) 片桐誠士，前掲論文． 279ペー ジ。
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中小企業による巨大企業のマーケット・シェアの侵蝕を防止するという役割
(13) 
を演じる」。
如上のように，アメリカの流通分野における独占禁止政策の主眼は独占そ
れ自体や独占的結合ないし協定を規制することではなく，過度の不公正な市
場行為を規制することにおかれており，それをとうして競争上のルールがあ
る程度確定されるにいたっているといってよい。まさに「アメリカの反トラ
スト政策が，伝統的立場として一貰した基本的考え方は，市場構造規制では
なく，市場行動規制にあったのである。したがって，反トラスト政策が市場
構造に与えたインパクトは間接的なものであって，市場行動の制限が市場構
(14) 
造の発展に与える影響を通じて生ずるものにすぎなかった」。このように独
占禁止法による規制の中心が流通上の不公正行為におかれているのは，独占
資本主義の代表国アメリカだけではなく，他の先進資本主義諸国にも多かれ
少なかれ共通した傾向となっているように思われる。たとえば，西ドイツに
おいても「基本的に……弊害規制の立場に立っており，濫用規制の考え方が
(15) 
強いという特徴をもっている」。 また， 現在の日本においても，ほぼ同じよ
うな状況が存在する。「今日の流通規制は， 理論的未熟さを指摘された小売
業の合併規制を除くと，残りはすべて行為規制に属する。そのことからただ
ちに了解されなければならないのは，かかる行為規制は流通業界・製造分野
における寡占化のさらなる進行をある程度抑制しえても，すでに確立された
媒占状態をより競争的状態に回復させるにはほとんど効果はないということ
(16) 
である」。
うえで記したように，マーケティングヘの国家の法的介入は主にその活動
(13) 中野安，前掲書， 176ペー ジ。
(14) 片桐誠士，前掲論文， 279ペー ジ。
(15) 田島義博，前掲論文， 108ペー ジ，なお， 鈴木武「西ドイツの商業政策」森下｀
二次也監修「講座・現代日本の流通経済」第4巻， 大月書店， 1984年， 269ペー
ジをも参照せよ。
(16) 佐々由宇「流通政策と独占禁止政策」森下二次也監修， 同上講座， 同上巻，
142ペー ジ。
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を規制し抑制するかたちでなされているといってよい。しかし，独占の支配
カの増強や同時に進行する矛盾の展開につれて，国家のマーケティングヘの
法的介入は綬和される傾向をしめし，これによって事実上独占の市場行動の
自由裁量の余地が大きくなり，したがってその行動が促進されることになる
のはたしかなことであるが，さらにくわえてマーケティング活動への国家の
直接間接の促進的援助が部分的にみられるようになる。たとえば，マーケテ
ィング活動にたいしても補助金があたえられたり，また国家によって施設が
(17) 
提供されたりする。さらに，本稿 (III)ですでにのべた軍事マーケティング
の展開とも密接に関連することではあるが，軍事技術開発への国家援助によ
って軍事用品での新製品の開発•生産が促進されるのにくわえて，この面で
獲得した技術は民事用品での新製品の開発・生産にも転用することが可能と
なる。これはマーケティングの新製品政策面への国家的助成策であるという
ことができよう。 この点については， つぎのような指摘が参考になろう。
「第2次大戦後の支配的な特徴の一つとしての技術革新を基底とする新製品
開発活動が国防上の契約にもとづいて政府の援助の下に行われていた……。
すなわち，技術革新を基底とする新製品開発にともなう危険は国家によって
その多くを負担されているのである。もちろん，政府契約にもとづく研究開
発の直接的目的が軍事目的であるかぎりその成果としての新製品の多くは何
らかの軍事兵器にかんするものである。しかしながら，第2次大戦後の経験
が示すように軍事技術上の多くの革新は平和産業にも利用することが可能で
ある。実際，..…•現代寡占企業を特徴づけるその混成企業的性格は直接的に
は軍事目的のために行われた技術革新をその機密保持の必要がなくなるやい
(18) 
なや，民間財における新製品開発に転用することを容易にしている」。それ
にとどまらない。政府のうちだす経済計画や流通政策構想およぴその方向へ
の誘導なども，場合によってはマーケテイング活動の促進を側面的に援助す
(17) E.T. Grether, op. cit., p. 39.（前掲訳， 87ペー ジ）。
(18) 田村正紀「マーケティング行動体系論」千倉書房， 1971年， 150~151ペー ジ。
資本主義下の流通と国家 (N) （加藤） (503)65 
る。たとえば，その卑近な事例として， 1970年代の初頭より日本で採用され
た流通システム化政策をあげることができる。これはわが国の流通合理化・
近代化政策のより展開したものとして登場したものであるが，ここでは従前
のように個々の流通主体あるいは同一の水平的レベルでの主体間の規模拡大
等による個々的ないし集団的な効率化の進展にくわえて，新たに垂直的レベ
ルでの企業相互間や生産と流通と消費との関連の仕方が問題とされ，その関
連の有効性と同時に全体としてのシステムの効率性が中心的に追求されてい
るといってよい。このような方向性の追求を国家と独占が一体となっておこ
なっているわけであるが，その結果ある程度生産と流通と消費の有機的連接
いいかえれば経済活動の社会的性格が進展することは否定できない。 しか
し，他方私的所有にもとづく資本主義体制下では，それにはおのずと限度が
あるのもたしかなことであろう。いずれにせよ，この流通システム化政策で
はいわばタテの操作の連動が重視されるので，マーケティングの経路政策の
1つとして採用されている流通系列化いいかえれば独占資本による中小商業
の系列化とその管理がいっそう促進せしめられることになる。すなわち，
「流通システム化政策は，結果的には，独占企業によってみずからのチャネ
(19) 
ル・システム形成を目的として推進されている流通系列を助成」するのであ
る。なお，流通の近代化・合理化や流通システム化についてはのちほど，商
業活動への国家の介入を問題とする箇所の末尾において，ややたちいって考
察することにしよう。
以上において，独占企業の展開するマーケティング活動への国家の直接的
な介入について若干の考察をおこなったが，ひきつづいてもう 1つの流通活
動形態としての商業活動への国家の直接的介入について論じよう。
〔ホ〕 商業活動への国家的介入
商業活動への国家的介入には基本的に2つの次元がある。第1の次元にお
(19) 鈴木武「流通政策の基本課題と論理構造」糸園辰雄他著，前掲書， 179ペー ジ。
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いて国家は，商業企業相互間なかんずく独占的な大規模商業企業と中小零細
・ (20) 
商業とのあいだの「社会的な摩擦，矛盾を綬和」し，それをとうして一方大
規模商業企業にたいしては一定の規制をおこないつつも活動の場を保障し， 9
他方中小零細商業にたいしてはある程度の保護をあたえながら，＼「これを利
(21) 
用することによって流通費用の資本による負担を回避」せしめるだけでな
(22) 
く，「体制安定化装置のひとつ」としても利用するのにくわえて， その底辺
(23) 
層を相対的「過剰人口の滞留場所の一つ」として確保しようとする。第2の
次元において国家は，商業・流通の近代化・効率化を大規模商業企業への支
授を軸として促進し，さらにこの観点から中小零細商業を選別し淘汰しなが
ら，ある程度育成しようとする。この種の政策の本質は，糸園辰雄氏がいわ
れているようにまさに「支配的資本のために，生産された商品の価値実硯を
容易にするように，流通過程を拡大し清掃し，資本にとって損失である流通
(24) 
のための費用と時間を節減するための効率化政策である」といってよい。
第1の次元における国家介入は，主に競争の枠組みあるいは売買活動遂行
の形式にかかわっているのにたいして，第2の次元におけるそれは，主に売
買活動そのものにかかわっているので，前者の介入がより基礎的な介入であ
るということができる。しかも，両次元における国家介入は相互に矛盾する
(25) 
施策をふくみつつ展開されている。このなかでいづれの介入が前面にでるか，
(20)_糸園辰雄「硯代の中小商業問題」ミネルヴァ書房， 1983年， 176ペー ジ。
(21) 中野安，前掲書， 154ペー ジ。
(22)滋森下二次也「現代の流通機構」世界思想社， 1974年， 179ペー ジ。
(23) 糸園辰雄，前掲書， 177ペー ジ。
(24) 同上書， 176ペー ジ。
(25) たとえば，それはわが国の商業・流通政策のなかにもみられる。「わが国の流
通政策は，伝統的に，常に，流通機能高度化・能率化志向と，中小零細流通業者
保護志向という 2 つの顔を持って展開されてきている。…•••中小零細流通業者
を，そのありのままの状態で可及的に温存しようとすることは，その限りにおい
て流通機能高度化・能率化とはあいいれない」（荒川祐吉「流通政策への視角」
千倉書房， 1973年，糾ペー ジ）。
資本主義下の流通と国家 (N) （加藤） (505)67 
はその国々の歴史的条件によってことなり，場合によっては前面にでる介入
(26) 
のいれかわりもみられるけれども，両種の介入は程度の差はあれ，メダルの
表裏のように一体となって不断に存在するものである。
ともあれ，いずれの次元における国家の介入にも，多かれ少なかれ総資本
やなかんずく主導的資本部類としての独占資本総体の立場から資本主義体制
を維持し，それを可能なかぎり延命させようとする意図がつらぬかれている
ことはたしかなことである。しかも，もう 1つ注意すべきことは，いずれの
場合でも上記のような休制維持要求への国家の支援と同時に，多かれ少なか
れ巨大企業としての独占資本の集積・集中や流通利潤への国家の優先的配慮
が並存している点である。
さて，第1の次元における国家介入からみよう。この場合は，中心的には
巨大商業にたいする公的規制というかたちをとっておこなわれる。しかし，
巨大商業のおこなう売買活動のうち消費者をだましたり，取引企業や競合企
業にたいして自己の優越的地位を利用して不公正な行為などをおこなったり
(27) 
した場合には，前述のように独占禁止法によって一般的に規制されるので，
(26) たとえば，日本の商業・流通政策の展開史をみれば，第1の次元の公的介入と
第2の次元の公的介入という「相互に矛盾する二つの基軸のうち，前者が支配的
となり表面に大きく出て来る時期，後者が脚光を浴びて大きな役割を果たす時期
がそれぞれあった」（糸園辰雄，前掲書， 175ページ）ということができよう。
(27) 「イギリスにおいては大陸諸国とは遣って大型店に対する規制は行なわれてい
ない。直接大型店の出店・増床を規制する法律は，イギリスでは昔もなかったし
今もない」（糸園辰雄，同上書， 82ベージ）といわれているように， イギリスに
おいては大型店にたいする規制は基本的にはなされていないといってよい。だ
が，大型店にたいして完全に放任かというとそうではない。大型店にたいして若
千の千渉がなされている。たとえば，国の独占合併委員会において独占的行為に
たいする一定の防止措置が講じられているし，また店舗を新・増設するさいには
許可がいるが， 開発計画に合致しないときには開設が認められないこともある
（同上書， 92ペー ジ）。
ともあれ，イギリスでは基本的には大型店規制がおこなわれていないが，それ
ゆえ「ヨーロッパで最も小売取引（販売）の集中が進んでいるのである。このよ
うに政府．地方自治体によって自由競争原理が一貫して採られ，楽観的な共存原
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ここでは小売部門の大規模商業資本や独占的商業資本の資本蓄積のうちの固
定的流通費用部分を構成する店舗の設置をめぐる商業相互間の対立という商
(28) 
業固有の問題にたいする介入について分析しよう。
巨大な小売企業が売買活動を展開するさいに物的な基礎条件となるものは
もちろん店舗であるということができるが，この店舗展開の方式は基本的に
2つあり， 1つは店舗を多数設置するものであり，もう 1つは単位店舗を大
型化するものである。前者はチェーンストアによって代表的に実践され，後
者は百貨店において典型的にあらわれるが，しかし両方式は現実においては
しばしば結合されて展開されている。この両方式の結合は，都市への消費の
集中傾向を内包した消費の地理的分散性にたいして資本の側でみごとに対応
したかたちであるといってよいが，消費の地理的分散性がなくならないかぎ
(29) 
り，前者のチェーン方式が基礎的な方式であることにかわりはない。ともあ
理がエコノミストに信じられているのは，その自由な競争に敗れ去った者も社会
保障によって一定の生活が保障されることを信頼し，残った中小商業者，数の少
なくなった中小商店が大型店とつり合って共存できると考えていることによるも
のと考えられる」（同上書， 92~93ペー ジ）。
(28) 「商業立地調整は，基本的には商業のおこなう設備投資の調整である」（鶴田
俊正「日本の流通機構と「大店法」」鶴田俊正編著「世界と日本の流通政策」日
本評論社， 1980年， 36ペー ジ）。
(29) この点について，中野安氏の下記のような主張が参考になろう。「小売部面に
おける資本蓄積は，基本的に，単位店舗の拡大（クテヘの拡大）とチェーン形成
（ヨコヘの拡大）という二形態をとる。具体的業態としては，前者は百貨店に，
後者は「チェーン・ストア」 (1920年代）にその典型をみることができる。そこで
前者を百貨店型，後者をチェーン型の蓄積形態とよぶことにする。両者はともに
その展開基盤を，歴史的に規定される特定の業態（単数または複数）に求めるの
であるが，両者は相互に排除しあう関係にはないものの，その基本的性格を異に
している。すなわち百貨店型蓄積は．地域市場の規模による立地制約が大きいこ
とから，蓄積の消極的形態といってよいのにたいし，チェーン型は抽象的にはい
かなる規模の地域市場へも進出でき（それゆえ中小小売店との対立も全般化しう
る），小売部面における集積・集中を徹底的に推進するのに適合的な積極的形態
といってよい。しかもそれは百貨店型をも包摂しうる形態なのである。こうして
大規模小売企業は，一般的かつ必然的にチェーン形態（百貨店チェーン．スーパ
資本主義下の流通と国家 (N) （加藤） (507)69 
れ，上記のように小売部門の巨大商業の蓄積方式は基本的に 2つあり，しか
も多くの場合，両方式は結合されて展開されているので，主として「集中化
(30) 
の速度を鈍化させ」ることをめざす国家の大規模小売企業の出店活動への介
入は，理論的にはチェーン展開への介入と大型店化への介入という 2つの基
本的な介入ならびに両方式の結合的採用への介入という応用的な介入が考え
られる。ところが，独占資本主義諸国の特殊な事情に影響されて，かくのよ
うに論理的に想定できる公的介入が実際的にも十全におこなわれている国は
なく， 2つの基本的介入のうちいずれか一方に重点がかけられている。概し
ていえば大型店舗化への公的介入が主流となっており，小売資本の蓄積にと
ってチェーン化は基礎的でより重要な意味をもつので，企業にとっては大型
店舗化への介入よりもいっそう厳しい内容の規制となる多店舗化への介入は
国家によって注意深く回避される傾向をしめし，それゆえにまたそのような
規制例も相対的に少ないといってよい。この点にも，企業間の矛盾を調整し
資本主義体制を維持しながら，大企業の利益には特別の配慮をおこなう国家
の本質が投影されている。
まず，大規模小売企業のチェーン展開への公的介入についていえば，その
典型的事例として1930年代のアメリカでおこなわれたチェーンストア税法に
よる介入をあげることができよう。これはチェーンストアのみを規制の対象
として，その店舗数増加にたいして累進税を課し，この税を媒介項として間
接的にチェーンの長さを抑制しようとするものであった。もちろん，この種
の公的介入がおこなわれる背景には， 1920年代から30年代にかけてのチェー
ンストアの急激な発展と他方ではこの影善下で経営悪化に苦しむ中小小売店
ー・チェーンなど）をとる。日本でもまさにそうであった。ただし，日本の独自
性はチェーン型が「チェーン・ストア」として純粋に展開されず，業態史的には
その次の時期のスーパー，さらにはディスカウント・ストアと結びついていっき
ょに展開された点にある」（「硯代日本資本主義と流通機構」森下二次也監修，前
掲講座，第3巻， 1983年， 12~13ペー ジ）。
(30) 石原武政「大規模小売商規制の日米比較」季刊「消費と流通J1980年新春，
Vol. 4. No.1, 38ペー ジ。
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の不満の増大という客観的状況の変化があり，しかもそれが社会問題化した
わけであるが，しかしこのような状況下で両者間の軋糠を緩和し調整するた
めに登場した公的介入としてのチェーンストア税法は， 2つの限界をもって
いたので， その効果を十分発揮することができなかった。 その限界の1つ
は，ここではチェーンストアのみが規制の対象とされ，百貨店はその対象外
におかれていたことにある。百貨店は一般に店舗の大型化を軸として店舗政
策をおこなうのにくわえて，当時のアメリカでは百貨店は商業部門での自己
の地歩を確立していたので，外にむかって積極的に店舗数をふやす必要はあ
まりなく，したがって百貨店と中小商店との摩擦もほとんどなかったからで
ある。しかしながら，抽象的には百貨店もチェーン化することが可能なわけ
だから，この百貨店のチェーン化を規制対象外においたことは，形式的な公
正さを問われる国家的介入としては不十分なものであった。 2つめの限界は
つぎの点にある。チェーンストア税法は，チェーンの伸長すなわち店舗数の
増加にたいしてはたしかに一定の抑制効果を発揮するが，しかし単位店舗の
大規模化を規制対象とするものではなかった。 それゆえ， 「30年代をとおし
てチェーンのスーパー化，単位店舗の拡大を抑止できないばかりか，かえっ
(31) 
て促進するという結果さえ招いた」のである。
かくのごとく，アメリカのチェーンストア税法は店舗数の増加にたいして
は一定の抑制効果を発揮したといってよいが，しかし 2つの限界をもってい
(31) (32) 同上論文， 37ペー ジ。
ちなみに，今日の「アメリカでは，小売業の出店を直接規制する法律は存在し
ていない。また，ショッピング・センターを新設する場合でも，連邦法である
「都市計画法」の適用をうけるが，それでも用途指定のゾーニング規制だけであ
り，ゾーニングの範囲内なら企業はほとんど自由に，規模に関係なく大型商業の
新規立地が可能であった。……しかし，アメリカ社会も巨大な商業集積がもたら
すインパクトにすこしずつ関心をよせはじめてきた。都市政策ならびに環境保膜
政策の観点から，ショッピング・センクーなどの大型店に対する規制は強められ
つつある。·…•事実，一部の州ではショッビング・センクー新増設が不許可とさ
えなってきた」（小針一芳「アメリカの新機軸と都市の衰退」鶴田俊正編著，前
掲書， 57~58ペー ジ）。
資本主義下の流通と国家 (N) （加藤） (509)71 
たがゆえに，その効果は十分なものではなかった。そこで，アメリカではこ
のような店舗数規制にかわって，それ以降は「むしろロピンソン・パットマ
(32) 
ン法に代表される行動規制に重点がおかれてきたということができる」。
さて，つぎに大規模小売企業の大型店舗化への国家的規制についてみよ
う。これは，大規模小売企業が大型店を設立することによって生ずる周辺中
小零細小売店との摩擦が社会問題化した場合，それを綬和し，両者の利害調
整をはかるために公的介入をおこない，単位店舗の大きさにたいして規制を
くわえるものであるといってよいが，なんらかのかたちでの大型店規制は先
進資本主義諸国で広くおこなわれている。大型店の規制のやり方はそれぞれ
の国の事情によって区々的であるが，原理的に考えられるやり方はこうであ
る。大型店の基準売り場面積をいかに定めるかがまず問題となるが，ある一
定以上の売り場面積のものが大型店と規定されたとしよう。そこで，つぎに
問題となるのは大型店の出店を許可制にするのか，あるいは届出制にするの
かということである。このように大型店を規制する場合，基本的に2つの軸
があり，具休的にはこれらが組み合わされて，それぞれの国々に特有のやり
方をつくりあげているのである。ともあれ，具体的事例をあ・げて若千分析を
深めよう。
たとえば， 日本においては百貨店の本格的な展開と中小小売商の経営悪化
を契機として，両者間の軋糠をやわらげ， 利害を調整し， 「法秩序のなかで
(33) 
の争いに矮小化させ」るために，戦前の1937年に旧百貨店法が定められ，百
貨店の出店が許可制とされた。この百貨店法の制定を契機として，さらには
軍国主義化の強まりによる社会運動抑圧的状況が形成されるなかで，中小小
(34) 
売業者の抵抗はたしかに鎮静化していった。この百貨店法の制定によって，
(33) 糸園辰雄「商業政策の本質」糸園辰雄他著，前掲書， 165ペー ジ。
(34)・旧百貨店法は「中小商業者の反独占運動を鎮静化させ慰撫する役割をはたし，
フアシズム支持に向かわせたことは事実である。 ドイツ， イクリアがそうであ
り，わが国各地に商業報国会や挺身隊が生まれ，フアシズム体制支持の運動がお
こなわれたのは，権力の側の動員によるばかりでなく，百貨店法などの政策の効
果と考えてもよかろう」（糸園辰雄「商業政策と中小商業」 197~198ペー ジ）。
72(510) 第 29 巻第 5 号
百貨店企業の出店政策すなわち大型店舗化や基準面積以上の大型店のチェー
ン化にある程度の抑制作用が働き，中小小売商が保護されるようになったこ
とはいなめない。しかしながら，当時の既存百貨店企業は小売部門で独占的
地位をすでに確立していたので，積極的に出店政策を展開する必要性はほと
んどなかったといってよい。したがって，百貨店法は実際的には既存百貨店
企業にとっては新規百貨店企業の参入を抑制する一定の障壁となり，既存百
貨店企業の独占的地位を維持し強化する効果を発揮したとさえいうことがで
き1;,(:5)
ところで，第2次世界大戦の戦火によって百貨店業界も深刻な経営困難に
ぉちいり，戦後しばらく活発な営業活動を展開しうる状況になかったのにく
わえて，戦後の一定の民主化措置の一環としてなされた経済の民主化過程の
なかで，大規模小売企業にたいする規制を独占禁止法によって一元的におこ
ない，大企業規制の統一化をはかろうとすると同時にその規制を強めようと
する政策的意図も作用し， 1947年にいったん百貨店法は廃止された。ところ
が，徐々に戦後の復興が進行し，個人消費も回復傾向をしめすなかで，中小
小売店にくらべて国家との結ぴつきが強く，それゆえ再建のために必要な資
金調達などにめぐまれていた百貨店は，百貨店法廃止による規制解除にも助
けられて急角度で復活し，ふたたび中小小売店とのあいだで矛盾を生ぜしめ
るにいたった。このような背景のなかで， 1956年に新百貨店法が制定される
はこぴとなった。
その後の高度経済成長下では，重化学工業化を軸とする産業構造の再編成
に基本的に規定されて惹起せしめられた個人消費の量的拡大や質的変化ある
いはその都市集中化などを基礎としてスーパー企業が台頭し，同一企業の単
(35) 戦前の旧「百貨店法は既存の百貨店にとって新規参入阻止のための障壁となり
一種のカルテルとして機能し，資本蓄積を助ける役割をはたし，既存巨大百貨店
の業積は向上し，太平洋戦争中にも好業積がつづいた」（糸園辰雄「商業政策の
本質」 164ページ）どいうことができる。なお，佐藤肇「日本の流通機構」有斐
閣， 1974年， 300ページにも同趣旨のことが記されている。
資本主義下の流通と国家 (N) （加藤） (511)73 
位店舗の売り場面積を規制対象とする百貨店法の盲点をつき，その適用をの
がれるために，各階ごとに別会社にするなどして大型店を核とした店舗展開
を積極的におこない，急成長をとげるにいたった。しかし，政府はこのよう
な百貨店法の盲点をつくスーパー企業の攻勢的なやり方にたいして，当初流
(36) 
通近代化・合理化を推進するものとして実質的には容認していた。したがっ
て，スーパー企業と中小零細小売商とのあいだに檄しい衝突が生じるのは必
定であった。しかも，その衝突は，スーパーマーケット企業の店舗政策が大
型店を核店舗として配置しつつも，百貨店の場合とことなり連鎖店化を展開
軸とするものであるから，全国的な広がりをみせ，社会的かつ政治的な問題
となった。そこで，それまでスーパー放任政策をとっていた政府もようやく
規制にふみきり，百貨店だけではなくスーパーをも対象とした大規模小売店
舗法（略称，大店法）を1973年に定め，翌年から施行した。ここでは，単位
店舗の売り場面積規制がいわゆる同一企業主義からいわゆる同一建物主義に
かわり，スーパーも新たに規制対象にふくめられるようになった。これは大
規模小売商にたいする公的規制の範囲拡張を意味する。だが，他面大店法で
は百貨店法における許可制から事前審査付届出制に変更されたが，ここには
あきらかに規制内容を綬和し，流通近代化・合理化という名目のもとに，大
規模小売企業の集積・集中を多少減速せしめても，基本的にはそれを推進し
(36) 戦後の高度経済成長期において，スーパーマーケット企業は急成長を達成した
が，これを支援したのが国家の放任政策であったといってよい。「国の商業政策
担当者の側はスーパーの各地進出を流通の近代化とみて放任して，実質的な保護
をあたえていたとみてよい。けだし国家にたいして独占の見出しうる最大の保護
は，そのやり方にたいする政府の容認であるからである」（糸園辰雄「商業政策
と中小商業」 203ペー ジ）。 また，佐藤肇氏もつぎのように主張されている。「わ
が国の流通政策は基本的にスーパーの自由な参入を奨励することこそあれ，規制
することなく推進されていくこととなった」（前掲書， 303ペー ジ）。したがって，
スーパーマーケット企業を規制対象とする法律を特別に制定することもなかった
し，また既存の百貨店法を拡張適用することもなかった。かくして， 「スー パー
は百貨店法の適用をまぬがれて，きわめて容易に急速成長の軌道にの」（同上書，
300ページ）ることができたのである。
74(512) ．第 29巻第 5 号
つつ，他方中小小売商については保護政策から選別・淘汰をふくむ育成政策
に大きく転換せしめようとする政府の意図が反映されているということがで
きる。このような大店法における大型店への規制の強化と綬和という両側面
の並存には，スーパーを百貨店同様に規制対象とすべきであるとする中小小
売店の要求やスーパーを自己と同じ規制条件のもとにおくと同時に従前の規
制内容を緩和しようとする百貨店の利害やさらには社会的な抵抗を綬和する
ためには規制対象とされるのは仕方ないけれども規制内容はゆるいほうがい
いと考えるスーパーの立場などが複雑に反映しているといってよいが，もう
1つ注目すべきことは，政府がスーパー規制にのりだすにいたるのは流通近
(37) 
代化・合理化の目標がいちおう達成され，しかもその中心的担い手としての
スーパー企業の小売部門での地位が百貨店企業のそれにとってかわった時点
以降であったという事実である。
ともあれ，大店法の基本的性格ないしその問題点について若千まとめてお
こう。第1に，大店法はスーパーをも規制対象にふくめ，規制の範囲を拡張
したけれども，一定の規模をこえる単位店舗の売り場面積を主たる規制基準
としている点は，従前の百貨店法の場合と基本的なちがいはない。この大店
法によって， 規制基準以上の売り場面積をもつ大型店の店舗設立について
は，ある程度の抑制効果が発揮されることになったのはもちろんのことであ
るが，さらにこれは大規模小売企業のチェーン展開の視点からみれば，規制
基準以上の売り場面積をもつ大型店のチェーン化についてもある程度の抑制
作用が働くことを意味し，場合によっては過熱気味の出店競争をしずめ調整
することにもなろう。 しかし， この場合のチェーン化についての抑制効果
は，直接的な規制によるものではなく，あくまでも大型店の出店規制を媒介
項とした間接的なものであるにすぎない。このように，大店法の施行によっ
て大型店のチェーン化もある程度抑制されるとはいえ，それも間接的な効果
(37) 「大店法制定 (74年3月）は法のうえで小売商業の流通近代化政策の目標が達
せられたことを意味した」（岡村明達「現代日本資本主義と流通政策」森下二次
也監修，前掲講座，第4巻， 25ペー ジ）。
資本主義下の流通と国家 (N) （加藤） (513)75 
としてであり，チェーン化それ自体を直接規制するものではないので，大型
店のチェーン化を厳しく制限できないばかりか，かえって規制対象外におか
れている中型店や小型店というかたちでのチェーン展開を促進する効果をう
(38) 
みだすにいたる。その結果，大規模小売企業なかでも巨大スーパー企業のチ
ェーン展開における中小規模店の比重の増大によって，大規模小売企業と中
小小売商との矛盾が広範化し同時に深刻化するようになるのは必定であった
が，この状況のなかで各レベルの自治体の多くで条例・要綱などを定めて中
型店の出店を規制する動きがみられた。そして，これをふまえて1978年に大
店法が改正され，規制基準売り場面積が中型店にまで引きさげられたのは周
知のとうりである。この改正大店法によって規制対象がさらに拡大されたこ
とはたしかであるし，またこれによって間接的に大規模小売企業のチェーン
展開もいっそう制約されることになったけれども，ここにおいてもチェーン
化が直接規制されるわけではないので，その規制効果もある程度のものであ
るにすぎず，しかも基準売り場面積未満の小型店の出店はまったく規制対象
(39) 
外におかれている。
第2に，大店法では事前審査付届出制というように規制内容においては，
かつての許可制にくらぺて緩和されたわけであるが，調整の対象とする矛盾
そのものが大規模小売企業や中小小売商あるいは消費者をふくめたあいだで
の矛盾であるので，大規模小売企業の私的利益にもとづく一方的な届出だけ
では処理できない性格のものであり，したがって事前審査段階あるいは事々
(38) 「大店法の「基準面積」以上の大型店舗の新増設が，調整段階で多くの時間を
要するようになると，業者は「基準面積」以下．たとえば売場面積1400平方メー
トル程度の店舗の新設にむかうようになった。資本効率という観点から考える
と，多くの業者がこのような指向をすることは当然であり，予想される事態でも
あった」（鶴田俊正，前掲論文， 18ペー ジ）。
(39) それにとどまらない。「中型店までもが同じ規制の対象とされることによって，
中型店として展開することのメリットはそれだけ減少したのであって，調整に要
する時間・費用が売り場面積規模に比例しないとすれば，かえって店舗の大型化
を誘発する可能性さえ存在している」（石原武政，前掲論文， 38ペー ジ）。
76(514) 第 29 巻第 5 号
前審査段階において様々な利害がいりみだれたり，また調整が難航して事実
上許可制に近いものとなる場合もみられる。これは公的立場から大規模小売
企業を許可制によって規制し，流通経済全体のなかに適正に位置づける仕事
を十分におこなわず，その調整作業を主として地元に委譲した政府の大企業
擁護をうちにふくむ無責任行政の必然的結果であるといってよい。なお，こ
の点については，改正大店法においても基本的にかわっていない。
以上は大規模小売企業の大型店舗化にたいする国家の規制的介入につい
て，日本を例にとって具体的にみたものであるが，フランスのロワイエ法に
おいてもまた同じような国家の規制的介入がおこなわれている。すなわち，
「ロワイエ法は，わが国の大規模小売店舗法••…•と同様，大型店の出店認可
基準などを設けている。ロワイエ法では認可の調整機能は，わが国と異なっ
て県レペルの地方自治体に完全に権限委譲がおこなわれているのが特徴であ
り，とくにロワイエ法の注目すべき内容は，商業立地における都市計画との
(40) 
関連性を明確に位置づけている点であろう」。 このように， ロワイエ法での
規制の特質は日本とことなり，都市計画ないし地域計画の視点が軸の1つと
(41) 
して明確に位置づけられていることにあるといってよいであろう。 ともあ
(40) 結縄昭「フランスの流通機構とロワイエ法」鶴田俊正編著，前掲書， 141ペー
ジ。
(41) 店舗展開への公的介入において，なんらかのかたちで都市計画ないし地域計画
の視点が導入されているのは，既述のようにアメリカやイギリスやこれから説明
するフランスだけではなく，西ドイツやスエーデンや後述するイクリアにおいて
もみられる。たとえば，戦前の1933年5月にナチス政権が百貨店などの大型店に
たいして許可制を採用したことがある（糸園辰雄，前掲書， 53ページ）が，しか
し戦後の「西ドイツの商業・流通政策においては，競争秩序を維持するための枠
組条件の整備といった秩序政策に重点がおかれているため，商業・流通部門に生
起した経済的矛盾にたいしても，できるだけ直接的な規制措置を避けようとして
いる」（鈴木武「西ドイツの商業政策」森下二次也監修，前掲講座，第4巻， 274
ペー ジ）。．したがって，元来「西ドイツにおいては， 商業・流通政策としての大
型店出店調整政策といったものは存在しないといってよい」（同上）。ところが，
オイルショック以降，大型店の進出が周辺地域の中小商店や住民に種々の悪影轡
をあたえるという事態が数多くあらわれるにいたると，政府としてもこのような
資本主義下の流通と国家 (N) （加藤） (515)77 
れ，より整備された規制制度をもつフランスのロワイエ法を例にとり，やや
詳しくみよう。
フランスの場合， 1973年に制定された「ロワイエ法によって，許可制度と
いう参入の障壁が，大規模店舗とりわけハイパーマーケットに対して構築さ
(42) 
れて」いるが，この法の最も主要なねらいは，大規模小売商業企業の大型店
出店活動にたいして都市計画・地域計画の視点を重要な軸として，地域レベ
)yと中央レベルの有機的連携のもとに一定の公的規制をくわえ，その出店テ
ンポをゆるめたり，さらに大規模小売商業企業と中小商業との競争条件を改
善したりすることによって，とりわけ中小商業との矛盾を綬和し調整しよう
状況を放置できなくなり，大型店の出店にたいして一定の調整的規制措置を講じ
ざるをえなくなっている。
ところで，この大型店出店にたいする公的規制の具体的内容についてみれば，
これは都市政策ないし土地利用計画との関連において間接的になされている。
「現実に行なわれている大型店出店調整政策においては，大規模小売商業による
土地利用が無秩序に行なわれることによって都市周辺部の住民の生活環境が阻害
されることを防止することに力点がおかれ，国土計画法，連邦建設法および建設
利用令によって小売商業の立地構造上の基本策が策定されるものとなっている」
（同上）。このように都市計画との連関で間接的におこなわれている大型店出店
調整の具体的内容のポイントについていえば，大型店の出店は都市計画の具体的
施策として市町村によって策定される建設基本計画における用途規制によって方
向づけられている。たとえば，都心および副都心の商店街区域ではその大きさに
かかわらずゾーニング規制範囲内で自由に出店できるのに，効外立地の場合には
出店調整がなされるのである（伊藤宗雄「西ドイツの構造変化と商業立地規制」
鶴田俊正編著，前掲書， 130ページ）。しかも，大型店の可否ならびにその条件に
ついては市町村に判定の権限があたえられている。
以上は西ドイツの事例であるが，スエーデンにおいても都市計画や土地利用の
視点からの出店規制がおこなわれているo 「スエーデンの商業に対する出店調整
の特徴は，都市計画と土地利用の視点からとらえ，住民の居住現境を良化するた
めの施策として，その便益を重視し，地方自治体が裁量権をもっていることにあ
るといえる」（吉開敬祐「スエーデンの流通機構と消費協同組合KF」鶴田俊正
編著，同上書， 215ペー ジ）。
(42) 糸園辰雄，前掲書， 9ペー ジ。
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(43) 
とするものであるといってよい。
さて，上記のような主眼をもつロワイエ法はどのような背景のなかでうま
(44) 
れたものなのであろうか。糸園辰雄氏の研究を参照しつつ，その背景をまと
め，ロワイエ法の目的をより具休的にみてみよう。ロワイエ法の制定要因の
最大のものは，第2次世界大戦後のスーパーマーケットやハイパーマーケッ
トなどの形態をとる大規模商業企業の急成長によって惹起された中小零細小
売商ならぴに百貨店，バラエティストアの経営の困難であった。そして，と
りわけ中小零細小売商の経営の困難が広範囲にすすむなかで，当然のことと
してスーバーマーケットやハイパーマーケットにたいして種々なる反対運動
がくりひろげられた。この種の運動の流れは，クレールの共同仕入機構とニ
クーのハイパー反対運動の 2つに分けることができるが，ともあれ「法をこ
え暴力的となっていたニクーの運動やその流れの延長上にある騒動や暴力事
件を体制内化することにロワイエ法制定の一つの目的があったのであり，法
制定後，運動は急速に衰え，これを反映して会員数が急減したことで法の目
的は充分果たされたといっていい。ニクーの運動，その延長上の騒動は，大
規模小売業に対する中小小売商の政治的対抗運動であって，ロワイエ法制定
. (45) 
の一つの契機をなし，促進する力となったことは事実である」。
ちなみに，ロワイエ法制定の政府の側のねらいとしては上記のハイパー反
対運動を鎮静化せしめることの他になお副次的に2つのものがあったといわ
れている。 1つは，流通の近代化・効率化をその速度をゆるめつつも継続す
ることであり，もう 1つはその流通近代化・効率化を新興の大規模商業と伝
(43) なお，ロワイエ法は，大規模商業と中小商業との対立・矛盾を緩和し調整する
手段として，大型店にたいしてその活動を規制する方式を採用している。もちろ
ん，これが軸となっているが，他方中小商業者にたいしても，たとえば職業教育
や職業養成，社会保障，起業への援助などが規定され，かれらへの保護育成ない
し生活保障の施策がきめ細かくおこなわれている（糸園辰雄，同上書， 22~26ペ
ジー）。
(44) 糸園辰雄，同上書， 11~22ペー ジ。
(45) 同上書， 16ペー ジ。
資本主義下の流通と国家 (N) （加藤） (517)79 
統的商業との均衡をはかりながらおしすすめ，もって複合的に流通機構を編
成することであった。
上記のように，ロワイエ法には流通近代化を促進する側面がふくまれてい
るが，しかしその主要な目的ば大型店の活動を規制する点にあることは前述
のとうりである。なぜ，このようにかなり厳しい大型店規制を大規模小売企
業も認めたのかといえば，その中心的な理由としてはもちろん大規模小売企
業と中小商業との対立を綬和し，それによって資本主義体制の維持をはかろ
うとすることがあげられようが，もう 1つ忘れてはならない理由として大規
模小売企業相互間の過当競争を当事者からはなれた公的立場から調整し，一
定の秩序の枠内におさめることへの大規模小売企業総体としての期待感が存
在するように思われる。すなわち， 「相互に過当競争を展開し，傷つき倒れ
る状況のもとでは，資本として新規出店を抑制せざるを得ないのであろう。
ロワイエ法は，かくして大規模小売業者の賛成を得つつ，とくに個々のハイ
(46) 
パーマーケットの経営者の不満を抑えて成立したものと見られる」。
かくのごとく，フランスではロワイエ法によって大型店の出店規制がおこ
なわれているが，この法は既述のように日本の場合と同様にチェーン化それ
自体を直接に規制対象とするものではないので，大規模小売企業のチェーン
展開は規制基準以上の店舗設置が制限されることをとうして間接的に規制さ
れるにすぎず，規制基準未満の店舗のチェーン化については制約が課されて
(47) 
いない。しかしながら，この＇ロワイエ法においては許可制がとられ，しかも
(46) 同上書， 20ペー ジ。
(47) 「この法の適用を受け，規制対象とされる大規模小売商は内部床面積が3000平
方メートル以上，また売場面積1500平方メートル以上（人口4万人以下の地域で
は，それぞれ2000乎方メートルと1000乎方メートル以上）であるため，これに該
当する大規模小売商の出店は， 1974年以降急速に減少しているが，これに代わっ
て，規制面積すれすれの売場面積をもった店舗の出店が増大していることであ
る」（白石善幸「硯代フランスの小売商業政策」森下二次也監修，前掲講座，第
4巻， 249~295ページ）。大型店への公的規制に対応する大規模商業企業の行動
は，上記のような傾向を惹起せしめているだけではない。さらに， 「申請にたい
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都市計画ないし地域計画との調整をはかりながら大型店の立地が認可される
という点が一大特色となっている。したがって， 日本の大店法と比較して，
フランスでは政府の主導的な立地調整がより強力にかつよーり広い視野からな
されているといってよい。
以上において，大規模小売企業の大型店化にたいする公的規制について具
体的事例をまじえながら検討したが，ひきつづいて大規模小売企業の出店方
式の両方を同時に規制する効果をもついわゆる総量規制方式を採用している
イタリアの流通への公的介入について若千考察しよう。
1926年に制定された2174号にかかわって1971年に制定された426号，すな
わち商業基本法は現在のイタリアの商業政策の基礎となっているといってよ
い。この商業基本法では，許可制がとられ，都市計画ないし地域計画との整
合性を考慮しながら，大規模小売企業の出店活動にたいしていわゆる総量規
制がなされている。糸園氏が指摘されているように「1971年の商業基本法
は，開業におけるライセンス制を廃し，商業網開発・整備計画を都市計画と
(48) 
適合的に作成する義務を市町村に課する」ものであるが， この市町村の開
発・整備計画では大量消費財の売場面積の総量が規制されている。したがっ
て， 「大型店の進出に対して不利に作用する面が， 商業基本法には明らかに
(49) 
存在している」。
上述のように，商業基本法においては大規模小売企業の出店活動のうちチ
ェーン化や大型店舗化について直接的に規制されてはいないけれども，大量
消費財の売り場面積の総量が定められているので，大規模小売企業の出店活
動が全体として制限されることになり，チェーン化や大型店舗化が同時にそ
の程度にちがいはあるとはいえ，間接的に規制されることになろう。とはい
え，ここでは取扱品目の過度の細分化も規制されているので， 「この面から
する許可比率が低いため，見込み申請が増大している」（同上書， 295ペー ジ）の
である。
(48) 糸園辰雄，前掲書， 65ペー ジ。
(49) 同上書， 77ペー ジ。
資本主義下の流通と国家 (N) （加藤） （519)81 
(50) 
大規模店の参入は容易となってきた」という点にも留意されなければならな
"‘ 
さ゜て，つぎに第2の次元における国家介入について考察しよう。 ここで
は，結論を先取りしていえば，国家は商業ないし流通の近代化・効率化とい
う大義名分をかかげ，それを大規模商業資本なかでも商業独占の集積・集中
への援助を軸として推進し，実質的には大規模商業資本やとくに商業独占な
らぴに産業独占の流通支配力の強化を助けるわけであるが，他方中小商業に
たいしても， この方向性において選別・淘汰しながら一定の助成策を講じ
る。若干ふえんしよう。
国家の経済への介入の本格化は，本稿 (II)ですでにのべたように資本主
義的生産関係と生産力の矛盾の激化の状況下で，この矛盾を緩和しかつそれ
を資本主義的に管理しつつ，自己の利益を最大限に大きくしようとする独占
資本の内在的要求に根ざすものであるが，このような一般的論理は商業での
とりわけ商業独占への国家の援助やその強化においてももちろんつらぬかれ
ている。すなわち，とりわけ商業独占と国家の結合関係をより密接にする基
本的な推進要因は，内在的には自己の利潤をできるだけ大きくしようとする
商業独占の本性の発現にもとめることができるが，他方これを外部から促進
する要因ないし条件は，資本主義的生産関係と生産力の矛盾に基礎づけられ
た独占資本と非独占資本ないしは労働者を軸とする勤労者との矛盾あるいは
その矛盾の激化であるといってよい。なお，ここでは独占資本と労働者や非
独占資本などとの矛盾に媒介されて必然化した国家のとりわけ商業独占にた
いする援助は，逆にその矛盾をいっそう深化せしめることになり，そしてさ
らにはこのことが商業独占と国家の結びつきをより強固なものにもするとい
うように，相互に作用しながらスパイラルに展開する商業独占と国家の結合
関係が構築されている。
如上のような論理によって必然化する大規模商業資本とりわけ商業独占の
蓄積にたいする国家の援助は，商業部門の経済全体における位置づけからみ
(50) 同上書， 78ページ。
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て，工業部門とりわけ重要な基幹産業ないし先端産業や軍事産業の独占企業
(51) 
へのそれとくらべて相対的に少ないとはいえ，具体的には国家的な賃金抑制
(52) 
策などによってなされているのみならず，つぎのような形態においてもなさ
れている。まず，国家の租税政策であるが，この「国家独占的租税制度は，
課税対象となる独占資本の利潤よりも相対的に軽く課税されることを保障す
(53) 
る」。さらに，逓減的減価償却や特別償却などの減価償却政策についていえ
ば，政策は一般にはすべての商業に適用されうるはずのものであるけれど
も，実際には「投資の物理的ならびに道徳的摩損を上回って法外に高められ
た償却が，納税義務のある利潤を減少させ，そのことによって，間接的に補
(54) 
助金と同一視されうるような租税節減」の利益を，主として独占的商業資本
にもたらす。 それだけではない。「アメリカあるいは西ドイツの大規模商業
によって多額の積立てがなされているいわゆる年金基金もまた，これに関係
している。けだし，この基金の導入においては利潤課税が免除されており，
この基金は投資にとって系統的で十分な新しい資金源として利用できるから
(51) 「政府は民間の自由な経済活動を政府の経済政策にそって誘導するとともに，
ある行動を規制し，ある行動を助成し，さらに公共投資を行なっている。こうし
た経済政策は産業活動の各分野に及んでいるが，ここで取り上げている国内商業
（卸売・小売業）の分野は政策の対象として取り上げられることの少ない分野で
ある（農業，製造業のうちの基幹産業，運輸業，金融業などと対比してみると，
その差異は明白である）」（鈴木安昭・田村正紀「商業論」有斐閣新書， 1980年，
225~226ペー ジ）。なお， A.Dorner, R. Gabler, G. Hoffmann, P. Hofmann, 
R. Pampel und A. Rudolph, Handelskapital, Verlag Die Wirtschaft, 1980, 
Berlin, S. 65. （ペーター・ホフマン編著，鈴木武・加藤義忠美訳「現代の商業
理論」ミネルヴァ書房， 1984年， 72~73ページ）をも参照せよ。
(52) 西ドイツでは，巨大な百貨店の「価格算定が，数年来，公的な機関と協隈され
て」 (G.Fabiunke, P. Hofmann und K. -H. Uhlig, Der Binnenhandel im 
staatsmonopolistischen Kapjtalismus der BRD, Verlag Die Wirtschaft, 
Berlin, 1972. S. 67. ファビウンケ他著， 鈴木武監訳「現代資本主義の商業構
造」ミネルヴァ書房， 1978年， 76ページ）なされているといわれているように，
独占価格の設定にかんしても商業独占と国家は協力しあっているのである。
(53) (54) Ebenda, S. 35. （同上訳， 35ペー ジ）。
資本主義下の流通と国家 (N) （加藤） (521)83 
(55) 
である」。そのうえさらに， 大規模商業企業にたいして手厚い措置が講じら
れている。 すなわち， 「大規模商業企業は，この経済領域にも割り当てられ
(56) 
る国家の直接的な援助金や投資補助金という猫子の分け前をも手にいれる」。
うえのようなかたちであたえられる国家の大規模商業企業への優遇措置
は，労働者をはじめとする国民にたいして税の負担増としてはねかえってく
るのは容易に想像のつくところであろう。 たとえば， 「国家独占的減価償却
の実施との関連で，大資本の利潤のためになされる帝国主義国家の租税収入
(57) 
の放棄は，勤労者の税負担の増大をともなう」のである。
上記においては，商業・流通の近代化・効率化を推進するという名目のも
とに，それを中心的に担当するものとして位置づけられている大規模商業資
本や商業独占への国家の支援について分析したが，国家のとりわけ独占的商
業資本にたいする援助が可能となり強められる基礎には，もちろん独占的商
業資本総体の経済的要求を反映した政治的行動や代弁者の国家機構への派遣
や高級官僚の買収などの国家への介入が存在する。すなわち，「商業独占は，
種々の国家独占的な委員会（大臣の顧問団のようなもの）における連盟の協
働をつうじて，国家機関のなかへの腹心の派遣によって，議員および政府代
表者との直接的な会談によって，さらにまた政党のなかの自己の代理人の利
用によって，その経済力を政治力に改鋳するのである。このことは，それ自
(58) 
体，さらに経済的にみて，支配的地位の拡張として反作用する」。
ところで，他方中小商業にたいしても商業・流通の近代化・効率化を推進
せしめるという視点から， ある程度の国家的助成がなされている。たとえ
ば，国家は中小商業の合理化や協業化・集団化をおしすすめるために資金援
助など種々の援助をおこなうが，この真のねらいは「中小商業者を独占的大
(55) (56) A. Dorner, R. Gabler, G. Hoffmann, P. Hofmann, R. Pampel und 
A. Rudolph, a. a. 0., S. 66.（前掲訳， 73ページ）。
(57), G. Fabiunke, P. Hofmann und K. -H. Uhlig, a. a. 0., S. 36.（前掲訳，
36ページ）。
(58) Ebenda, S. 78.（同上訳， 93~94ページ）。
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(59) 
資本が必要とする流通機関として育成する」点にあるといってよい。
なお，付言すれば，国家は商業や流通にかんする情報を収集し分析したり
して，国家の経済政策や流通政策などの作成のさいに役立てるのみならず，
(60) 
それを商業なかんずく大規模商業の活動計画立案のためにも提供する。
最後に，商業をもふくんでより一般的になされる商業・流通の近代化・効
率化への国家的介入について戦後の日本を例にとって若千考察し，本稿のむ
すびとしよう。
戦後とりわけ高度経済成長期にはいる昭和34年ごろまでの日本の政府によ
る商業・流通政策は商業を主たる対象として，文字どうり商業政策としてお
こなわれ，なかでも中小小売商の保護を主軸とするものであったといってよ
(61) 
い。ところが，高度経済成長期やそれ以降の商業・流通政策は大量生産体制
に十分対応できる大量流通休制の確立や両者の関連の緊密化への援助のため
(59) 白髪武「硯代日本の流通問題」白桃書房， 1974年， 8ペー ジ。
(60) 「商業を含めた流通機構の実態を把握し，統計を整理する。それらは一方では
民間の商業活動のために役立てられて民間の経済主休がそれらを情報として経営
活動に利用する。またそれらは商業に対する公共政策を形成したり，行政を行な
うための基礎資料となる。 さらに現状を把握するばかりでなく，硯状と結びつ
き，しかもわが国全体の将来像とも整合性のある商業の将来像を作成して，民間
企業行動を誘導するとともに， 商業政策の基礎とする」（鈴木安昭•田村正紀，
前掲書， 229~230ペー ジ）。なお， E'.T. Grether, op. cit., p. 53. （前揚訳， 116
ページ）や堀田一善「経済の寡占とマーケティング論の登場」橋本勲・阿部真也
編「硯代の流通経済」有斐閣， 1978年， 30ページをも参照のこと。
(61) 糸園辰雄，前掲書， 172ページ。なお付言すれば，戦後の高度経済成長期には
いるまでの日本の商業・流通政策の主流はと・りわけ中小小売商の保護であったと
いってよいが，他面流通近代化の追求が若千なされたことにも注目しなければな
らない。たとえば，戦前の旧百貨店法制定時の政府は，窒素肥料の産業独占と三
井物産や三菱商事などの商業独占の利益増大のために，肥料を産業組合に取り扱
わせる商業・流通の近代化・合理化政策を強行したが，「これは中小商業保膜の
百貨店法制定とほとんど同時期に，メダルの裏側として硯われた流通効率化政策
の一つであった」（糸園辰雄，同上書， 178ページ）ということができよう。
資本主義下の流通と国家 (N) （加藤） (523)85 
(62) 
に，商業や大規模生産者による無媒介的流通やいわゆる物的流通をふくめて
広く流通一般を対象として，従前に比してより積極的に展開された。商業・
流通近代化・効率化やそのなかでの流通支配の強化の主導的担い手は民間企
業なかでも大企業であり，国家の政策はそれを側面から援助するために大企
(63) 
業によって要請されたものである点の聡識は重要である。さらに，この国家
の商業・流通政策は以前と比較すればより積極的な内容のものであるとはい
え，既述のように国家の産業政策等に比すれば相対的に低く位置づけられて
(64) 
いるのはわが国でも同じであるがしこの点にも注意しなければならない。そ
れだけではない。この商業・流通政策の目標にはもともと達成困難なものが
ふくまれてはいたが，しかしその目標がある程度達成されたことはいなめな
い。だが，他の国家政策にも多かれ少なかれみられることではあるが，この
商業・流通政策においても所期の目標が十全に達成されたということはとて
もいえそうにない。
(62) 「合理化による流通部門の変革をめざすわが国流通政策をささえるもっとも基
本的な要因は，生産部門における大量生産体制に対応すべき大量流通体制への確
立の要請であり，高度成長によって拡大した再生産体制の円滑化への要請であっ
たといえよう。このような基本的な背景に加えて，硯実問題としては消費者物価
問題，労働力不足問題ならぴに資本自由化問題などが流通合理化への圧力として
大きく作用している」（鈴木武「流通政策の基本課題と論理構造」 172ペー ジ）。
(63) 私的な独占資本を軸として展開される本格的な商業・流通の近代化・効率化は
「戦後わが国産業編成方式が，商業資本中心からヨリ近代的な銀行資本および産
業資本中心へと変質し，マーケティング活動が大規模組織的に展開されはじめて
以来，一貫して追求されていた」（荒川祐吉，前掲書， 13ページ）。ところが，こ
の私的独占を軸とする本格的な商業・「流通近代化が大きな障壁に逢着し，これ
をのりこえようとする資本の論理的要請」（同上）が国家の経済政策の一環とし
ての商業・流通の近代化・システム化政策を展開せしめたのである。なお，糸園
辰雄「商業政策の本質」 158ページをもみよ。
(64) わが国の経済政策は戦前，戦後を問わず，大企業の利益に奉仕することを軸に
展開されているといってよい。それにくわえて，「生産志向」（佐藤肇，前揚書，
296ページ）的であったと特徴づけることができるが，この生産志向的な傾向に
若千の変化が生じ始めたのは高度経済成長期にはいってからである。
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ともあれ，戦後日本の商業・流通政策の展開は大きく 3段階に分けること
ができる。それぞれの段階は下記のように特色づけられよう。第1段階の商
業・流通政策（昭和35年～40年）は，流通機構の構成要素としての個別の商
業とりわけ中小零細商業の経営合理化をめざすものであった。だが，この種
の政策は「経済単位間の競合と，経営合理化のための前提条件の整備という
問題にぶつかる。内部経済の合理化のみでは，個別経済単位の行う操作もそ
(65) 
の結合も，ともに十分効率化することはできない」。 それゆえに， 第2段階
の商業・流通政策（昭和41年～44年）の展開が要請される。ここでは，その
(66) 
軸は「経済単位の外部経済の合理化」におかれており， 店舗集団化， 連鎖
化，店舗共同化，商店街近代化などが推進された。上記の第1段階と第2段｀
階の商業・流通政策の対象となるものは相対的に少なく，その効果も十分で
(67) 
はなかった。しかも，その対象は経済単位としての企業とその連関に定めら
れていたが，流通は元来生産と消費の媒介痕をなすものであるので，流通効
率の点からみれば，それらの有機的連関の確保がつぎの課題となる。それに
くわえて，独占的生産企業のマーケティング・チャネル構築にとって，政府
の「商業大型化路線による横断的流通体制支援だけでは，むしろ対抗面が多
(68) 
く，十分この要請に応えられなかったこと」が，この課題の追求を促進した
. (69) 
し，また「都市計画の施行と新たな交通体系」によって，この課題の追求の
ための基礎的条件が整備されてきた。それだけではない。第1段階と第2段
(70) 
階の商業・流通政策の負の結果としての大型店問題を綬和するための政策転
換をもねらって，ここに第3段階の商業・流通政策（昭和45年以降）が登場
する。ここでの政策は「流通を巨大なシステムとしてとらえ，流通機構をシ
ステムの構造，流通活動をシステムの行動として， 1つの運用系としてのそ
(65) (66) 荒川祐吉，前掲書， 18ペー ジ。
(67) 糸園辰雄「商業政策の本質」 160ペー ジ。
(68) (69) (70) 柏尾昌哉「都市政策と流通政策」森下二次也監修， 前掲講座，第4
巻， 214ペー ジ。
資本主義下の流通と国家 (N) （加藤） （525)87 
(71) 
の有効性と能率を引上げるという明瞭な政策目的」をかかげている。したが
って，ここでは流通システム化政策が回転軸となり，前記の第1段階と第2
段階の政策を包含しながら展開しているといってよい。
このように全体としての再生産過程において，独占資本の流通支配の立場
にたってではあるが，個々の構成要素間の関連性を強め，それによって流通
の社会性を高め，流通費用を社会的に縮減しようとする政策的意図をもって
登場したのがいわゆる流通システム化政策である。独占的な産業資本や商業
資本が自主的におこなう流通の社会化をこえる国民経済全体の次元におい
て，その自主的な流通の社会化を補完する立場から国家を媒介としてなされ
る流通システム化政策はたしかに流通の社会化をさらに一段高めようとする
(72) 
ものであり，また一面ではある程度社会的流通費用の縮減に貢献することも
まちがいないであろうが，その基本的性格は独占的大企業の流通支配力の強
化や独占利潤の増大に奉仕することにあるといってよい。この流通システム
化政策の基本的性格について，荒川祐吉氏は的確に下記のようにのべられて
いる。流通システム化政策は「一般的には社会的制度としての商品流通機構
のシステム能率と有効性を高めることであるが，むしろその本質は，こうい
った商品流通機構のシステム能率と有効性を基盤とし，また制約条件としつ
っ，競争関係にある大企業（寡占企業）やそれを核とする企業集団の市場獲
得，支配，拡大のために行うチャネル・システム形成の有効化，能率化と，
(71) 荒川祐吉，前掲書． 20ペー ジ。
(72) 「わが国における流通近代化は，硯実には戦後経済における産業編成方式の変
革に基づくマーケティングの強力な展開によるチャネル・システムの形成，その
効率化，それに対応して登場する流通機構末端の近代的大規模販売組織の展開，
さらにこういった私的流通機構レベルの近代化を超えた社会的流通機構のシステ
ム効率の引上げを志向する経済政策の一主軸としての流通近代化政策の形成と展
開といった姿をとり，新しいヨリ高度なレベルの流通機構，チャネル・システム
の形成へと動いているものとみてよいであろう。このような動きへの最大の動因
は，やはり国内的・国際的規模で展開される企業間・企業集団間の競争である」
（荒川祐吉，同上書， 15ペー ジ）。
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(73) 
チャネル・システム自体のシステム能率や有効性の向上にある」。これを角
度をかえ，中小零細商業の側からみれば，つぎのような結果を惹起せしめる
であろう。「流通システム化が中小企業の大企業に対する従属性を高め促進
するのではないかという問題である。たしかにその恐れはある。流通システ
ム化が企業系列化を促進する効果を持ちうることは否定できないであろう。
これに関連してもう 1つの問題がある。それはシステム化政策は，小零細流
通企業の切捨てをもたらすのではないかという点である。従来の小零細企業
がそのままの構造と機能にしがみつこうとする限り，このような切捨ては起
(74) 
こりうる」。
(73) 同上書， 11~12ペー ジ。
(74) 同上書， 77ペー ジ。
なお，この流通システム化政策の基本的性格について，柏尾昌哉氏も適切に下
記のようにいわれている。「流通システム化構想は， 明らかに商業政策から流通
政策への拡大を意味するものであったが，都市計画進行にともなう物流面での合
理化活動を個別的に具体化する道を示したものの，ねらいとする総合的な流通合
理化については，これという有効な具体的施策をもたなかった。だから，流通シ
ステム化は，けっきょくのところ，独占企業のマーケティング活動や商業大型化
路線を軸にして展開する以外に方策はないわけである。たしかに，流通システム
化が唱えられてから包装，運送，保管，荷役などの物的流通は，情報流通をも含
めてある程度合理化されてきたが，その軸はいぜんとして独占企業であり大資本
商業であり， したがって個別資本的立場をでるものではない。流通システム化
は，中小商業者をも広く包含した総合的立場に立つものと主張しているが，結果
的には，・独占企業や大資本商業の流通支配をいっそう強化し，中小商業者の従属
化あるいは消減をもたらすものである」（前掲論文， 215ペー ジ）。
